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ⅰ.調査の概要
調査目的
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全国⾃治体を対象に、以下の２点の現状を把握することを目的として⾏った。１点目は各⾃治
体における第２期「地⽅版総合戦略」の策定の状況と内容について、現状を明らかにすること。２
点目は、各⾃治体における政策⽴案に関わる人材の育成について、どのような取り組みを⾏い、ど
のような課題意識を持っているかを明らかにすることである。

調査⽅法
・調査名称 ︓第２期「地⽅版総合戦略」策定の状況等に関するアンケート調査
・調査対象 ︓地⽅⾃治体全1741
・配布の⽅法 ︓郵送法
・回収の⽅法︓FAXまたはWEB回答フォーム
・配布日 ︓2020 年 2 月 17日
・回収期限 ︓同年 3 月 20日
・回収数︓710（回収率 40.8%）

検定について
クロス集計表については、カイ⼆乗検定を⾏っており、本報告内では有意な差が認められなかった集計結果にのみ、その注釈を
（P＞0.05）として記載している。記載のない集計結果については有意水準5%で認められたものである。

留意点
調査結果のデータについて、標本誤差を参考にしてご活用ください。
この調査は全調査にて⾏ったものであるため、回収数から標本誤差を算出することが可能です。それによる信頼水準95%の場合の誤差算出結
果を記します。
●この表の⾒⽅︓例えば問２で「第２期地⽅版総合戦略の策定を令和２年３月までに終える予定である」と回答した⾃治体は56.6.%であっ
た。（ｎ＝710）この場合、以下の表でいうと40%（または60%）の欄が最も近く、標本誤差が±2.93%となる。したがって、同回答を全⾃
治体が回答した場合の誤差は、56.6%±2.93%の範囲で回答する確率が95%であるとみることができます。（すなわち、59.53％から
53.67％の範囲で回答される確率が95%であるということ）
ただし、各地域の地域的特徴はここには反映されないため、次ページの「都道府県別回収率」と「市町村別回収率」にもご留意ください。

[本アンケートの標本誤差]
回答比率 10%

（または90%）
20%

（または80%）
30%

（または70%）
40%

（または60%）
50%

回答自治体数（710） ±1.79 ±2.39 ±2.74 ±2.93 ±2.99



ⅱ.回収状況
回収状況
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・全回収数 710 票（回収率 40.8%）
・都道府県別回収率

・市町村別回収率

差について
今回の調査では⺟集団（全⾃治体）
が明確であるため、最終的に回収された
都道府県での回収率の差を算出した。

算出式
差＝アンケート回収割合ー実際の⾃治
体割合

差が多きい（プラスあるいはマイナスの数
値が大きい）場合は、回答結果がやや
当該カテゴリーの意⾒を強く反映している
ということになる。
今回の回収結果からは、⼤きな偏りは⾒
られなかった。

№ カテゴリ

自治体の数 割合（%) 回収数 回収割合（%)

1 中心市・区（※1） 131 7.5 71                      10.0 2.5                     

2 市（上記以外の市） 684 39.3 294                    41.4 2.1                     

3 町 743 42.7 287                    40.4 -2.3                    

4 村 183 10.5 58                      8.2 -2.3                    

合計 1741 100.0 710                    100.0 0.0                     

実際の自治体 アンケート回収
差

（※1）特別区、県庁所在市、政令指定都市、中核市、施行時特例市

差について
今回の調査では⺟集団（全⾃治体）が明確であるため、
最終的に回収された市町村別での回収率の差を算出した。

算出式
差＝アンケート回収割合ー実際の⾃治体割合

今回の回収結果からは、若⼲中⼼市・区と市の回収率が⾼
い傾向ではあるものの、回答結果に影響よ及ぼすほどの⼤き
な偏りはな⾒られなかった。

数
割合
（％）

回収数
回収割合
（％）

実際の自治体総数
1741に対して

回収数全体710に対
して

各都道府県の実際の
自治体数に対して

01 北海道 179 10.3                  81                      11.4                  1.1                     45.3                  
02 ⻘森県 40 2.3                     21                      3.0                     0.7                     52.5                  
03 岩手県 33 1.9                     18                      2.5                     0.6                     54.5                  
04 宮城県 35 2.0                     17                      2.4                     0.4                     48.6                  
05 秋田県 25 1.4                     13                      1.8                     0.4                     52.0                  
06 山形県 35 2.0                     22                      3.1                     1.1                     62.9                  
07 福島県 59 3.4                     23                      3.2                     -0.1                   39.0                  
08 茨城県 44 2.5                     24                      3.4                     0.9                     54.5                  
09 栃木県 25 1.4                     14                      2.0                     0.5                     56.0                  
10 群馬県 35 2.0                     10                      1.4                     -0.6                   28.6                  
11 埼玉県 63 3.6                     22                      3.1                     -0.5                   34.9                  
12 千葉県 54 3.1                     22                      3.1                     -0.0                   40.7                  
13 東京都 62 3.6                     20                      2.8                     -0.7                   32.3                  
14 神奈川 33 1.9                     13                      1.8                     -0.1                   39.4                  
15 新潟県 30 1.7                     14                      2.0                     0.2                     46.7                  
16 富山県 15 0.9                     5                        0.7                     -0.2                   33.3                  
17 石川県 19 1.1                     7                        1.0                     -0.1                   36.8                  
18 福井県 17 1.0                     9                        1.3                     0.3                     52.9                  
19 山梨県 27 1.6                     8                        1.1                     -0.4                   29.6                  
20 ⻑野県 77 4.4                     27                      3.8                     -0.6                   35.1                  
21 岐阜県 42 2.4                     16                      2.3                     -0.2                   38.1                  
22 静岡県 35 2.0                     20                      2.8                     0.8                     57.1                  
23 愛知県 54 3.1                     27                      3.8                     0.7                     50.0                  
24 三重県 29 1.7                     10                      1.4                     -0.3                   34.5                  
25 滋賀県 19 1.1                     9                        1.3                     0.2                     47.4                  
26 京都府 26 1.5                     11                      1.5                     0.1                     42.3                  
27 大阪府 43 2.5                     17                      2.4                     -0.1                   39.5                  
28 兵庫県 41 2.4                     19                      2.7                     0.3                     46.3                  
29 奈良県 39 2.2                     14                      2.0                     -0.3                   35.9                  
30 和歌山 30 1.7                     7                        1.0                     -0.7                   23.3                  
31 鳥取県 19 1.1                     5                        0.7                     -0.4                   26.3                  
32 島根県 19 1.1                     4                        0.6                     -0.5                   21.1                  
33 岡山県 27 1.6                     11                      1.5                     -0.0                   40.7                  
34 広島県 23 1.3                     10                      1.4                     0.1                     43.5                  
35 山口県 19 1.1                     7                        1.0                     -0.1                   36.8                  
36 徳島県 24 1.4                     5                        0.7                     -0.7                   20.8                  
37 香川県 17 1.0                     7                        1.0                     0.0                     41.2                  
38 愛媛県 20 1.1                     7                        1.0                     -0.2                   35.0                  
39 高知県 34 2.0                     5                        0.7                     -1.2                   14.7                  
40 福岡県 60 3.4                     20                      2.8                     -0.6                   33.3                  
41 佐賀県 20 1.1                     6                        0.8                     -0.3                   30.0                  
42 ⻑崎県 21 1.2                     12                      1.7                     0.5                     57.1                  
43 熊本県 45 2.6                     21                      3.0                     0.4                     46.7                  
44 大分県 18 1.0                     9                        1.3                     0.2                     50.0                  
45 宮崎県 26 1.5                     11                      1.5                     0.1                     42.3                  
46 鹿児島 43 2.5                     16                      2.3                     -0.2                   37.2                  
47 沖縄県 41 2.4                     14                      2.0                     -0.4                   34.1                  
全国 1741 100.0                710                   100.0                0.0                     40.8                  

都道府県名

都道府県別の
実際の自治体

アンケート回収
差

都道府県内
回収率
(%)
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（１）第２期「地⽅版総合戦略」の策定終了について

約６割が第２期「地⽅版総合戦略」の策定を終えている割合
●59.3%の⾃治体が、令和元年度中に策定を終えると回答

実際の設問 Q２︓貴⾃治体は、令和２年２月現在で、第２期「地⽅版総合戦略」の策定を終えていますか。あてはまるものを１つ選んで○をつけてください。
（※策定については、一部のみ改訂も含んでお答えください。）

図1 第２期「地⽅版総合戦略」の策定状況（N=710）

（２）外部委託について

「まったく外部委託しなかった」自治体が6割以上
●64.6%の⾃治体が、第1期の評価部分を「まったく外部委託しなかった」と回答。
●60.8%の⾃治体が、第２期の策定部分を「まったく外部委託しなかった」と回答。

図2 第1期総合戦略の評価部分について（N=710）

実際の設問 Q３︓貴⾃治体は、「地⽅版総合戦略」の評価・策定にあたり、外部委託を⾏いましたか。あてはまるものをそれぞれ１つ選んで○をつけてください。

図3 第２期総合戦略の策定部分について（N=421）

●12.3%の⾃治体が、新たな策定をしないと回答

＜策定しない理由＞（主なもの抜粋）
─「第１期 地⽅版総合戦略」の最終年度が令和２年度のため、その後に改定予定
─「第１期 地⽅版総合戦略」の最終年度を延⻑した
─総合戦略の上位目標である「５か年計画」があり、そちらに踏襲した

などの回答であった。

ほとんど外部
委託した
6.5%

一部を外部
委託した
24.9%

64.6 %

無回答
3.9%

まったく外部委託し
なかった

1.2%

18.5%

19.0%

60.8%

0.5%

まったく外部委託し
なかった

無回答
第１期よりも外部委託の分量は増えた

第１期と同程度外部委託した

第１期よりも外部委託の分量は減った

＊「令和元年度中に策定を終える」と回答した⾃治体のみ



（３）外部委託量の増減理由
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外部委託を増やした理由
●100.0%の⾃治体が、外部委託を増やした理由に「職員の事務量軽減のため」と回答。
●次いで多かったのが、「関連する情報を外部から入手できるため」 60.0%が回答。

図4 外部委託を増やした理由（N=５） ※Q4で「第１期よりも外部委託の分量が増えた」と回答した⾃治体のみ

実際の設問 Q４︓（第２期総合戦略の策定部分について）で「第１期よりも外部委託の分量が増えた」（１．）とお答えの⽅は、その理由の中で最も大きな理由は何ですか。特にあて
はまるものを２つ選んで枠に数字を記入してください。（複数回答）

外部委託を減らした理由
●63.9%の⾃治体が、外部委託を減らした理由に「経費節約のため」と回答。
●次いで「職員の仕事であるから」と回答したのが47.8%であった。

図5 外部委託を減らした理由（N=336） ※Q4で「第１期よりも外部委託の分量は減った」または「まったく外部委託しなかった」と回答した⾃治体のみ

設問 Q５︓前設問Ｑ３の（第２期総合戦略の策定部分について）で、「第１期よりも外部委託の分量は減った」または「まったく外部委託しなかった」最も大きな理由は何ですか。特にあて
はまるものを２つ選んでください。

「その他」の具体的な理由
＜その他具体的に＞（主なもの抜粋）
─第１期 地⽅版総合戦略のノウハウがあったから
─第１期の改定が主な業務であったため、業務量が以前より減ったため



（４）第２期「地⽅版総合戦略」の策定業務に関する状況

6

策定にあたり、困難の多かった業務
●最も多かったのは「成果が出るまでに時間がかかる」で、26.5%の⾃治体が「非常に困難であった」と回答。
●次いで多かったのが「KPIの設定」 で、23.4%が「非常に困難であった」と回答。

図6 戦略策定で困難だったこと（N=421）※令和元年度中に策定を終えると回答した⾃治体のみ

実際の設問 Q６︓第２期「地⽅版総合戦略」の策定（一部改訂も含む）にあたり、何がどの程度困難でしたか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。

策定にあたり、入手が困難だった情報
●最も多かったのは「成果が出ているかどうかの判断材料」で、23.8%の⾃治体が「非常に困難であった」と回答。
●次いで多かったのが「何が課題化分析するための情報」 で、19.4%が「非常に困難であった」と回答。

図7 戦略策定で入手が困難だった情報（N=421） ※令和元年度中に策定を終えると回答した⾃治体のみ

実際の設問 Q７︓第２期「地⽅版総合戦略」の策定（一部改訂も含む）にあたり、どのような情報がどの程度入手困難でしたか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している



（４）第２期「地⽅版総合戦略」の策定業務に関する状況
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必要度の⾼い情報＿都市規模による違い
●特に必要度が⾼い情報として、 63.4%の⾃治体が「何が課題か分析するための情報」と回答、次いで
「将来の予測・⾒通し」が58.9 %であった
●ちなみに、本回答は特に都市規模による違いが⾒られた
→都市規模が大きいほど「現状を把握するための統計情報」の必要度が⾼まる傾向
→都市規模が⼩さいほど「住⺠意識」の必要度が⾼まる傾向
*それ以外は都市規模による差はない

図8＿１ 特に必要度の⾼い情報（N=421） ※令和元年度中に策定を終えると回答した⾃治体のみ

実際の設問 Q８︓前Qの項目の中で、特に必要度の⾼いものはどれですか。特にあてはまるものを３つ選んで以下の枠に数字を記入してください。（複数回答）

（※１）中⼼市・区は特別区、県庁所在市、政令指定都市、中核市、施⾏時特例市

図8＿２ 特に必要度の⾼い情報／知識ぼによる違い（N=421） ※令和元年度中に策定を終えると回答した⾃治体のみ



（４）第２期「地⽅版総合戦略」の策定業務に関する状況
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自由意⾒

（※１）中⼼市・区は特別区、県庁所在市、政令指定都市、中核市、施⾏時特例市

地⽅創⽣を推進する上での課題などについて⾃由記述からは目標設定に関連するコメントが多くみられた。出現頻度の⾼かったキーワードと関
連語から以下の３つのポイントが特徴的であった。以下、一部を抜粋する。

多かった意⾒の分野およびコメント（抜粋）

〇目標の不明確さ
・何を優先すべきかがはっきりしない
・まちとしての⽅向づけが明確化されていない
・地⽅創⽣は⾏政が進めるべきとの意識が市⺠・企業の間で根強い
・地⽅創⽣推進交付⾦を活用するための計画、という印象が強い

〇国の目標との整合性
・何を持って「地⽅創⽣」とするのかという点について⾃治体の意識が統一されていない
・人口減少はやむを得ないこと、住んでいる人間、関わる人間が幸せであればいいのでは。
・個々の施策に関してKPIを設定しているものの、KPIの達成＝地⽅創⽣とは必ずしも言えない
・国の進める施策の中には、成果が不明瞭なものもあり、本市にとって取り組むべき施策なのか、判断しがたい
ことがある

〇業務過多
・一人がいくつもの業務を担当していると何を優先すべきかはっきりしない
・⾏政サービスが多様化する中、職員の定員管理の制約があるため、職員の負担が年々増加
・実施すべき法的事務等との予算及び人員のバランス ・財源の確保
・専門的知⾒や経験を有する人材の確保・育成
・策定担当課と施策実施課における「地⽅創⽣」事業への温度差
・⽣活に関わることが優先的に⾏われるため、やや投資的な意味合いのある「地⽅創⽣」については、優先順
位がひくくなりがち
・これまでの様々な事業の上に地⽅創⽣関連施策への取り組みを⾏わなければならないことから、負担感を
感じている職員が多いと感じます
・関係する全職員が常に地⽅創⽣を意識しながら業務を推進することが困難

など



（５）第１期「地⽅版総合戦略」の振りかえり
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注）本項では、設定されたKPIを10分野に区分して設問を用意した。その背景は、地⽅版総合戦略は、各地⽅公共団
体において独⾃の構成で策定されているものですが、本調査では第１期「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」 に関する検証
会の調査⽅法に則り、総合戦略における４つの基本目標を10分野に区分しています。（第１期「まち・ひと・しごと創⽣総
合戦略」に関する検証会（第３回）資料）以下（図９）「地⽅版総合戦略等の進捗状況等に関する調査結果」
（平成31年3月発⾏） P22より転載（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/senryaku_kensyou/h31-03-

27.html）

成果があがった政策
●最も成果があがった政策で挙がったのは「しごと／観光」で12.7%

─次いで「ひと／移住・定住」10.7%、「しごと／経済」10.3%
●「成果があがらなかった」政策で最も多く挙がったのは「結婚・出産／結婚・出産」7.0%

─次いで「ひと／移住・定住」5.4%、「まち／交通ネットワーク」3.1%

図10 成果があがった政策（N=710）

実際の設問 Q９︓第１期「地⽅版総合戦略」の政策で成果があがっているものには何がありますか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。

図９ KPI基本目標の10分野区分例

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している



（５）第１期「地⽅版総合戦略」の振りかえり

各取組み間の関係性
●実施にそれほど困難を感じておらず、尚且つ成果が出たと評価された政策は
「ひと／教育・文化・スポーツ」、「しごと／観光」

●実施にやや困難を感じつつ、成果があまり出ていないと感じている政策には「結婚・出産／結婚・出産」

図12 政策の「成果」と「困難度」による位置づけ（N=710）

算出⽅法︓前述の「政策の成果」と「政策の実施困難度」を、それぞれ以下の得点で計算。「成果があがった」＝２、「どちらかというと成果があがった」＝１、「どちらともいえない」＝０、「どちらかというと成果が
あがらなかった」＝-1、「まったく成果があがらなかった」＝-2／「まったく困難ではなかった」＝２、「どちらかというと困難ではなかった」＝１、「どちらともいえない」＝０、「どちらかというと困難があった」＝－１、「非
常に困難が多かった」＝-2、以上で平均値を算出

実施にあたって困難が多かった政策
●「非常困難が多かった」という回答が最も多く挙がったのは「結婚・出産／結婚・出産」で19.0%
─次いで「ひと／移住・定住」14.1%、「まち／交通ネットワーク」10.7%

●困難がそれほど多くなかった（＊）政策で挙がったのは「しごと／観光」10.5%
─次いで「結婚・子育て／子ども・子育て」7.6%

図11 実施にあたって困難が多かった政策（N=710）

実際の設問 Q10︓第１期「地⽅版総合戦略」の政策で成果があがっているものには何がありますか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。
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（＊）「まったく困難ではなかった」と「どちらかというと困難ではなかった」を合算

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している



（６）関係人口に関する取組み状況

第２期の策定を終えているか否かの違い
●策定を終えている⾃治体では、58.7%が関係人口の取組みを、第２期に「目標設定している」と回答
●これから策定予定（令和２年度中に策定予定）の⾃治体では、68.0%が関係人口の取組みを、第２期に目
標設定するかどうか「未定」と回答

図14 関係人口の目標設定状況（N=421）
※Q2で「令和元年度中に策定を終える」と回答した自治体のみ

第２期内で目標設定している自治体の割合
●42.7%が関係人口の取組みを、第２期に「目標設定している」と回答
●32.7%が関係人口の取組みを、第２期に目標設定するかどうか「未定」と回答

図13 第２期内における関係人口の目標設定状況（N=710）

実際の設問 Q11︓「関係人口」に関する取組みを、第２期「地⽅版総合戦略」内で目標設定していますか。あてはまるもの１つに○をつけてください。（第２期「地⽅版総合戦略」の策定
がこれからの⾃治体は、予定でお答えください）
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図15 関係人口の目標設定状況（N=201）
※Q2で「令和２年度中に策定予定」と回答した自治体のみ



（６）関係人口に関する取組み状況

「関係人口」の取組みの課題
●目標設定に関する項目を課題と挙げる⾃治体が多かった
─「取組みの成果、効果が明確でない」を課題としてあげた⾃治体が55.1%で最も多かった
─次いで、「取組みの目標を数値設定するのが困難」が44.6%

図17 関係人口の取組み課題（N=710）

「関係人口」の取組みの内容
●48.5%が「特産品、地域取組みなどを応援する制度（＊）」を目標設定していると回答
─次いで「暮らしを体験できる⺠泊、農泊、移住体験など」34.7%であった

図16 具体的に目標設定している取組み内容（N=303） ※第２期で「関係人口」に関する取組みを「目標設定している」と回答した⾃治体のみ

実際の設問 Q13︓Q11で「１．目標設定している」と回答した⽅は、具体的にどの内容の施策を設定しましたか。以下の項目からあてはまるものをすべて選んで○をつけてください。
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（＊） ふるさと納税、ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞなど、
地域の政策別に応援できる制度のみを指します。
単なる返礼品のみをやりとりするふるさと納税の場
合は除きます）の但し書きを記載した設問

「その他」の主な内容
─学⽣合宿、大学連携
─大学との連携、地域おこし協⼒隊受け入れ
─主に「しごと」に着目し、知識やアイデア、技術を持つ企業─大学等による創発を目的とした交流、研修会を通じた知的交流 など

実際の設問 Q14︓関係人口」の取組みにあたり、当⾯の課題・障壁と想定されるものは何でしょうか。特にあてはまるものを３つ選んで枠に数字を記入してください。



（７）政策⽴案に関わる人材の確保について

人材確保の⽅法
●新たに人材を確保する際の⽅法として、「外部から採用する」が18.0%で、「内部で養成する」13.8%を上回った
●「どちらともいえない」が最も多く、65.9%

図19 人材確保の⽅法（N=710）

政策⽴案に携わる職員に必要な知識
●47.5%が「⾃治体事業経営に関する知識や能⼒」と回答
─次いで地⽅創⽣のための総合プロデュースを⾏うために必要な知識や能⼒」28.6%であった

図18 政策⽴案に携わる職員に必要な知識（N=710）

実際の設問 Q16︓政策⽴案に携わる職員が必要な知識や能⼒は、どのようなものだと思いますか。もっともあてはまるもの１つに○をつけてください。
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実際の設問 Q17︓地⽅創⽣に資する⾼度な専門性を持つ人材が新たに必要になった場合、当該人材を確保するための施策として、貴⾃治体は、現在、次のどちらを選びますか。



（７）政策⽴案に関わる人材の確保について

所内のキャリアパスの状態
●所内のキャリアパスが明確になっているかについて「とても思う」と回答した⾃治体は0.7%、「やや思う」は9.2%
●都市規模による違いが⾒られた
→都市規模が大きいほどキャリアパスが明確になっていると「思う」が⾼くなる傾向
→都市規模が⼩さいほど「思わない」が⾼まる傾向

図21 所内のキャリアパスの明確化（N=710）

所内の人材の充足状態
●最も「足りている」という回答が多かったのは「現場の第一線で中核的に活躍する人材」で23.8%が回答
─次いで「コミュニティでリーダーシップを発揮する人材」が19.7%

●最も「不足している」という回答が多かったのは「専門性を活用して事業計画をまとめる人材（ﾌﾟﾗﾝﾅｰ、ｸﾘｴｰﾀｰ）」
で36.2%が回答
─次いで「事業を組織的に推進する人材（オーガナイザー）」31.1%

図20 所内の人材の充足状態（N=710）

実際の設問 Q18︓貴⾃治体の職員の中に、次のような人材はどれくらいいると思いますか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。
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実際の設問 Q21︓貴⾃治体では、政策⽴案を担う職員のキャリアパスが明確化していると思いますか。もっともあてはまるもの１つに○をつけてください。

（＊）足りているは、「足りている」と「どちらかと言えば足りている」を合算して集計

（※１）中⼼市・区は特別区、県庁所在市、政令指定都市、中核市、施⾏時特例市
（＊）「思う」は、「とても思う」と「やや思う」を合算して集計

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している

図22 所内のキャリアパスの明確化＿都市規模による違い（N=710）

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している



（８）人材の育成について

実施している職員研修
●「職員を市町村職員中央研修所に派遣して⾏う研修」が最も多く、54.5%
─次いで「職員をJIAMに派遣して⾏う研修」44.2%

図23 人材育成制度の種類（N=710）

実際の設問 Q15︓現在、以下の研修を⾏うための制度を設けていますか。以下の項目からあてはまるものをすべて選んで○をつけてください。
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JIAM（*）全国市町村国際文化研修所

政策⽴案を担う人材研修の重視ポイント
●政策⽴案・運営に必要なスキル習得」が最も多く、75.1%
─次いで「地⽅創⽣に関する新しい知識習得」7.3%

図24 人材研修で重視すること（N=710）

実際の設問 Q19︓政策⽴案を担う職員を対象とした研修で、重視する内容は何ですか。もっともあてはまるものに1つ○をつけてください。



（８）人材の育成について

政策⽴案を担う人材に受講させたい研修
●「ロジックモデル、PDCAなど政策⽴案と評価手法」が最も多く、57.5%
─次いで「政策決定手法（フューチャーデザインなど）」 が52.1 % 、「人口減少下の思考（スマート・シュリンク、

人口ｵｰﾅｽなど）」が44.2%

図25 政策⽴案を担う人材に受講させたい研修（N=710）

実際の設問 Q20︓政策⽴案を担う職員を対象とした研修で、受けさせたい内容は何ですか。特にあてはまるものを３つ選んで以下の枠に数字を記入してください。

16

（その他）「上記以外で取り上げてほしい内容には何がありますか。具体的なご希望内容がありましたら記載してください」の⾃由記述より

多かった意⾒の分野およびコメント（抜粋）
◆合意形成関連

─○○合意等の調整
─⾃治体内の各組織との調整⼒や合意形成がうまくとれるか

◆関係つくり関連
─企業・大学など様々な主体との関係づくり
─住⺠の意⾒を引き出すファシリテーション能⼒

◆政策⽴案など広い視野
─データ分析、統計等に関する知識、それをもとにした政策⽴案能⼒
─上記項目の総合的な能⼒の習得が必要と考える
─幅広い⾒識に基づく柔軟な発想と⾼い問題発⾒能⼒に基づく正しい課題認識
─目の前の課題を解決するだけでなく、市の将来を思い描くこと
─ＳＤＧｓに関する政策⽴案

◆その他
─研修後の他の職員への還元、個人のスキルアップのみでは解決できない。
─サービスデザイン思考
─情報発信の⽅法
─ＬＭ３理論を⽣かした実践的な地域経済分析の手法
─プレゼンテーション能⼒向上（トップへの政策説明、住⺠への説明）
─異業種交流

など



（９）研修の期間設定について

受講可能な時間帯／期間
●参加させるのは、問題なく可能な時間帯で最も多かったのは、「平日の業務時間内」で26.1%
●参加させるのは、問題なく可能な期間は、「半日」が36.1%、「終日」が30.0%

図26 受講可能な時間帯（N=710）

実際の設問 Q22︓政策⽴案を担う職員を対象とした研修で、受講が可能な時間帯・期間はいつですか。それぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。

17

図27 受講可能な期間（N=710）

研修の課題や障壁
●最も多かったのは、「該当職員不在の時の他の職員への負担」で28.7%
─次いで「該当職員のスケジュール調整」が27.2%

●東京など首都圏以外での開催を希望するコメントが複数あった（⾃由記述より）

図28 職員研修を実施するための課題・障壁（N=710）

実際の設問 Q23︓政策⽴案を担う職員が対象の研修で業務の一環として⾏う際に、特に課題・障壁となるものは何がありますか。もっともあてはまるもの１つに○をつけてください。

（その他）「職員を受講させるに際して、そのほか時期や期間など、ご希望がありましたらご記入ください）」の⾃由記述より

多かった意⾒の分野およびコメント（抜粋）
◆年度や開催⽉に関して

─7月、8月なら⽐較的容易
─市議会開催月（３月、６月、９月、１２月）及び繁忙期（４月、１０月下旬〜１２月）を除いた時期の開催

を希望する。
─年度始め及び年度末は受講は難しい

◆場所に関して
─できる限り、近い場所での開講を希望
─このような研修も外部をとなると、東京になる。もっと地⽅でしてほしい
─九州内での開催が必須。
─参加させることは可能だが、東京―大阪等の大都市のみで開催される研修も多く、移動時間・旅費等を考えると、参

加しづらい状況にある。
─開催場所（関⻄）や内容により研修派遣の難しさは異なる

◆その他
─webの活用
─同一研修を複数回開催し、出席日程を選択できると出席しやすい など

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している

※グラフの判別しやすさを重視するため、グラフ内には「無回答」割合を非表示している



[ 調査票 ]  

     



  

●第２期「地方版総合戦略」の策定状況第２期「地方版総合戦略」の策定状況第２期「地方版総合戦略」の策定状況第２期「地方版総合戦略」の策定状況についてうかがいます。 

 ※策定については、一部のみ改訂も含んでお答えください。 

 

Ｑ２Ｑ２Ｑ２Ｑ２ 貴自治体は、令和２年２月現在で、第２期「地方版総合戦略」の策定を終えていますか。

あてはまるものを１つ選んであてはまるものを１つ選んであてはまるものを１つ選んであてはまるものを１つ選んで○をつけてください。（N=710） 

 

１．策定を終えて、HP 上でも公開している 2.7%（19） 

２．令和２年３月までに終える予定 56.6%（402） 

３．令和２年度中に策定予定 28.3%（201） 

４．新たな策定はせず、第１期「地方版総合戦略」を継続 8.0%（57） 

５．策定の予定はない 0.1%（1）  

→その理由もご記載ください（               ） 

６．いずれも該当しない 4.2%（30） 

→その理由もご記載ください（               ） 

 

 

 

Ｑ３Ｑ３Ｑ３Ｑ３ 貴自治体は、「地方版総合戦略」の評価・策定にあたり、外部委託を行いましたか。あてはあてはあてはあては

まるものをそれぞれ１つ選んでまるものをそれぞれ１つ選んでまるものをそれぞれ１つ選んでまるものをそれぞれ１つ選んで○をつけてください。 

 

（第 1期総合戦略の評価部分について評価部分について評価部分について評価部分について）（N=710） 

１．ほとんど外部委託した 6.5%（46） 

２．一部を外部委託した 24.9%（177） 

３．まったく外部委託しなかった 64.6%（459） 
  無回答 3.9%（28） 

 

（第２期総合戦略の策定部分について策定部分について策定部分について策定部分について）（N=421）（Q2 で１，２，３と回答した自治体のみ） 
１．第１期よりも外部委託の分量は増えた 1.2%（5）  ⇒Q４へ 

２．第１期と同程度外部委託した 18.5%（78） 

３．第１期よりも外部委託の分量は減った 19.0%（80）  ⇒Q５へ 

４．まったく外部委託しなかった 60.8%（256）  ⇒Q５へ 

  無回答 0.5%（2） 

 

Ｑ４Ｑ４Ｑ４Ｑ４ 上記Ｑ３の（第２期総合戦略の策定部分について策定部分について策定部分について策定部分について）で「「「「第１期よりも外部委託の分量が増第１期よりも外部委託の分量が増第１期よりも外部委託の分量が増第１期よりも外部委託の分量が増

えた」（１．）えた」（１．）えた」（１．）えた」（１．）とお答えの方とお答えの方とお答えの方とお答えの方は、その理由の中で最も大きな理由は何ですか。特にあてはまるもの特にあてはまるもの特にあてはまるもの特にあてはまるもの

を２つ選んで枠に数字を記入してください。を２つ選んで枠に数字を記入してください。を２つ選んで枠に数字を記入してください。を２つ選んで枠に数字を記入してください。    （N=5） 

 

１．職員の事務量軽減のため 100.0%（5） 

２．所内に業務を遂行できる知識を有する職員が不足していたため 20.0%（1） 

３．外部委託の経験により、職員がスキルアップするため 0%（0） 

４．交付金があったため 0%（0） 

５．関連する情報を外部から入手できるため 60.0%（3） 

６．策定方法がわかりにくかったため 0%（0） 

７．その他 0%（0） →→→→    具体的に（具体的に（具体的に（具体的に（                                                                    ））））    

    

令和元年度中に策定を終える 
59.3% （421） 

新たな策定をしない 
12.4% （88） 



  

Ｑ５Ｑ５Ｑ５Ｑ５ 上記Ｑ３の（第２期総合戦略の策定部分について策定部分について策定部分について策定部分について）で、「第１期よりも外部委託の分量は減

った」（３．）、「まったく外部委託しなかった」（４．）とお答えの方は、その理由の中で最も大き

な理由は何ですか。特にあてはまるものを２つ選んで枠に数字を記入してください。特にあてはまるものを２つ選んで枠に数字を記入してください。特にあてはまるものを２つ選んで枠に数字を記入してください。特にあてはまるものを２つ選んで枠に数字を記入してください。    （N=336） 

 

１．経費の節約のため 62.2%（209） 

２．職員に評価（あるいは策定）の経験をさせたかったため 11.3%（38） 

３．職員の仕事であるから 48.8%（164） 

４．職員で業務を遂行できる知識を有する職員がいたため 11.3%（38） 

５．策定マニュアルが整備されていたため 14.9%（50） 

６．国や県のサポートがあったため 3.3%（11） 

７．外部委託に不安があったため 4.5%（15） 

８．その他 21.7%（73）  →→→→    （（（（具体的に具体的に具体的に具体的に                                            ））））  無回答 0.6%（2）    

 

Ｑ６Ｑ６Ｑ６Ｑ６ 第２期「地方版総合戦略」の策定（一部改訂も含む）にあたり、何がどの程度困難でした

か。それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１つつつつにににに○をつけてください。（N=421）（Q2 で 1 

，2 と回答した自治体のみ）※下段（ ）内数字は回答自治体数 

項目 １．非常に困難で

あった 

２．やや困難であ

った 

３．あまり困難で

はなかった 

４．まったく困難

ではなかった 

無回答 

１．政策策定・実施に必要な

情報の収集 

 7.1% 
（30） 

 60.6%
（255） 

 29.5%
（124） 

 1.7% 
（7） 

1.2% 
（5） 

２．第１期の政策を評価する

こと 

 10.2% 
（43） 

 56.1%
（236） 

 29.5%
（124） 

 3.1% 
（13） 

1.2% 
（5） 

３．KPI の設定  22.1% 
（93） 

 58.7%
（247） 

 16.2% 
（68） 

 1.7% 
（7） 

1.4% 
（6） 

４．アウトカムの設定  21.1% 
（89） 

 60.8%
（256） 

 15.0% 
（63） 

 1.4% 
 (6) 

1.7% 
（7） 

５．政策立案の手順 10.8% 
 (42) 

57.2% 
 (241) 

29.5% 
 (124) 

 2.1% 
 (9) 

1.2% 
（5） 

６．必要な予算 12.4% 
 (52) 

31.8%  
(134) 

40.4% 
 (170) 

13.8% 
 (58) 

1.7% 
 (7) 

７．策定に必要な人材 15.2% 
 (64) 

47.0% 
 (198) 

32.3% 
 (136) 

 3.8%  
(16) 

1.7% 
(7) 

８．都道府県との役割分担  3.1%  
(13) 

18.5% 
 (78) 

57.2% 
 (241) 

19.0% 
 (80) 

2.1% 
(9) 

９．成果が出るまでに時間が

かかる 

24.2% 
 (102) 

 59.4% 
(250) 

 11.4% 
(48) 

1.7% 
 (7) 

3.3% 
 (14) 

10．住民の理解や関心  13.5% 
 (57) 

 53.4% 
 (225) 

 27.1% 
 (114) 

3.3% 
 (14) 

2.6% 
(11) 

11．住民の会議参加や意見聴

取 

 9.3%  
(39) 

41.8% 
 (176) 

 42.3%  
(178) 

 4.3%  
(18) 

2.4% 
(10) 

12．外部有識者の会議参加や

意見聴取 

 5.2%  
(22) 

39.2% 
 (165) 

48.9% 
 (206) 

5.5% 
 (23) 

1.2% 
 (5) 



  

 

Ｑ７Ｑ７Ｑ７Ｑ７ 第２期「地方版総合戦略」の策定（一部改訂も含む）にあたり、どのような情報がどの程

度入手困難でしたか。それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１それぞれについて、あてはまるもの１つつつつにににに○をつけてください。 

（N=421）（Q2 で 1，2 と回答した自治体のみ）※下段（ ）内数字は回答自治体数 

項目 １．非常に困難

であった 

２．やや困難であ

った 

３．あまり困難で

はなかった 

４．まったく困難

ではなかった 

無回答 

１．将来の予測・見通し 16.6% 
 (70) 

59.1% 
 (249) 

21.6% 
 (91) 

1.4% 
 (6) 

1.2% 

 (5) 

２．住民意識 11.2% 
 (47) 

52.3% 
 (220) 

33.5% 
 (141) 

1.2% 
 (5) 

1.9% 

(8) 

３．他の地域の政策実行状況 7.4% 
 (31) 

42.0% 
 (177) 

44.7% 
 (188) 

3.8% 
 (16) 

2.1% 

(9) 

４．他の地域の具体的な事例 5.7% 
 (24) 

41.1% 
 (173) 

47.5% 
 (200) 

3.8% 
 (16) 

1.9% 

(8) 

５．政府の政策や方針 5.2% 
 (22) 

31.1% 
 (131) 

53.7% 
 (226) 

8.6% 
 (36) 

1.4% 

(6) 

６．都道府県の政策や方針 4.3%  
(18) 

30.9% 
 (130) 

55.1% 
 (232) 

8.3% 
 (35) 

1.4% 

 (6) 

７．現状を把握するための統

計情報 

11.6% 
 (49) 

53.0%  
(223) 

33.0% 
 (139) 

1.2% 
 (5) 

1.2% 

 (5) 

８．何が課題か分析するため

の情報 

18.3% 
 (77) 

60.8%  
(256) 

18.3% 
 (77) 

1.4% 
 (6) 

1.2% 

(5) 

９．成果が出ているかどうか

の判断材料 

22.6% 
 (95) 

60.1%  
(253) 

14.5% 
 (61) 

1.7%  
(7) 

1.2% 

 (5) 

 

Ｑ８Ｑ８Ｑ８Ｑ８ 上記Ｑ７Ｑ７Ｑ７Ｑ７の項目の中で、特に必要度の高いものはどれですか。特にあてはまるものを特にあてはまるものを特にあてはまるものを特にあてはまるものを３つ３つ３つ３つ

選んで以下の枠に数字を記入選んで以下の枠に数字を記入選んで以下の枠に数字を記入選んで以下の枠に数字を記入してください。（N=421）（Q2 で 1，2 と回答した自治体のみ） 

 １．将来の予測・見通し  58.9 % (248)  

２．住民意識  36.8 % (155)  

３．他の地域の政策実行状況  3.6 % (15)  

４．他の地域の具体的な事例  3.8 % (16)   

５．政府の政策や方針  18.1 % (76)  

６．都道府県の政策や方針  5.7 % (24)  

７．現状を把握するための統計情報  48.5 % (204)  

８．何が課題か分析するための情報  63.4 % (267)   

９．成果が出ているかどうかの判断材料  54.2 % (228)   

 未回答  2.9 % (12) 



  

●貴自治体の第１期「地方版総合戦略」第１期「地方版総合戦略」第１期「地方版総合戦略」第１期「地方版総合戦略」についてうかがいます。 

※地方版総合戦略は、各地方公共団体に

おいて独自の構成で策定されているも

のですが、本調査では総務省の調査時の

区分に則り、総合戦略における４つの基

本目標を 10 分野に区分しています。 

 

 

Ｑ９Ｑ９Ｑ９Ｑ９ 第１期「地方版総合戦略」の政策で成果があがっているものには何がありますか。それぞそれぞそれぞそれぞ

れについて、あてはまるもの１れについて、あてはまるもの１れについて、あてはまるもの１れについて、あてはまるもの１つつつつにににに○をつけてください。（N=710）※下段（ ）内数字は回答自治体

数 

 

 項目 
１．成果があ

がった 

２．どちらか

というと成果

があがった 

３．どちらと

もいえない 

４．どちらかと

いうと成果が

あがらなかっ

た 

５．成果があ

がらなかった 

無回答 

し

ご

と 

１．農林水産業 8.9% 

(63) 

34.8% 

(247) 

39.6% 

(281) 

11.4% 

(81) 

1.8% 

(13) 

3.5% 

 (25) 

２．観光 12.7%  

(90) 

41.5% 

(295) 

30.7% 

(218) 

11.0% 

(78) 

1.8% 

(13) 

2.3% 

 (16) 

３．経済産業 10.3% 

(73) 

37.5% 

(266) 

36.3% 

(258) 

12.5% 

(89) 

1.5% 

(11) 

1.8% 

 (13) 

ひ

と 

４．移住・定住 10.7% 

 (76) 

36.5% 

(259) 

27.7% 

(197) 

17.0% 

(121) 

5.4% 

(38) 

2.7% 

 (19) 

５．教育・文化・スポーツ 7.5% 

(53) 

33.1% 

 (235) 

48.6% 

(345) 

7.3% 

 (52) 

1.0% 

 (7) 

2.5% 

 (18) 

結

婚

・

出

産 

６．結婚・出産 3.2% 

(23) 

19.4% 

(138) 

42.1% 

(299) 

25.9% 

(184) 

7.0% 

(50) 

2.3% 

(16) 

７．子ども・子育て 8.5% 

(60) 

44.4% 

(315) 

35.8% 

(254) 

8.9% 

 (63) 

0.8% 

 (6) 

1.7% 

 (12) 

ま

ち 

８．まちづくり 5.6% 

(40) 

30.1% 

(214) 

48.2% 

(342) 

11.3% 

(80) 

1.7% 

(12) 

3.1% 

 (22) 

９．交通ネットワーク 5.5% 

(39) 

22.0% 

(156) 

52.5% 

(373) 

12.3% 

(87) 

3.1% 

(22) 

4.6% 

 (33) 

10．地域コミュニティ 4.8% 

(34) 

27.3% 

(194) 

54.2% 

(385) 

9.3%  

(66) 

1.4% 

(10) 

3.0% 

 (21) 

 



  

 

ＱＱＱＱ10101010 第１期「地方版総合戦略」の政策で実施するのに困難が多かったものには何がありますか。

それぞれについて、あてはまるものそれぞれについて、あてはまるものそれぞれについて、あてはまるものそれぞれについて、あてはまるもの１１１１つつつつにににに○をつけてください。（N=710）※下段（ ）内数字は回

答自治体数 

 

 項目 
１非常に困難

が多かった 

２．どちらか

というと困難

があった 

３．どちらと

もいえない 

４．どちらか

というと困難

ではなかった 

５．まったく

困難ではなか

った 

無回答 

し

ご

と 

１．農林水産業 5.9% 

(42) 

40.6% 

(288) 

42.8% 

(304) 

6.2% 

(44) 

0.6% 

 (4) 

3.9% 

 (28) 

２．観光 5.9% 

(42) 

39.9% 

(283) 

40.8% 

(290) 

9.9% 

(70) 

0.6%  

(4) 

3.0% 

(21) 

３．経済産業 8.6% 

(61) 

43.1% 

(306) 

38.9% 

(276) 

6.5% 

(46) 

0.4%  

(3) 

2.5% 

 (18) 

ひ

と 

４．移住・定住 14.1% 

(100) 

45.1% 

(320) 

30.3% 

(215) 

6.8% 

(48) 

0.3%  

(2) 

3.5% 

(25) 

５．教育・文化・スポーツ 3.1% 

(22) 

26.3% 

(187) 

59.9% 

(425) 

6.8% 

(48) 

0.4% 

 (3) 

3.5 

(25) 

結

婚

・

出

産 

６．結婚・出産 19.0% 

(135) 

43.9% 

(312) 

30.3% 

(215) 

3.5% 

(25) 

0.6%  

(4) 

2.7% 

 (19) 

７．子ども・子育て 7.0% 

(50) 

41.5% 

(295) 

41.4% 

(294) 

7.2% 

(51) 

0.4%  

(3) 

2.4% 

 (17) 

ま

ち 

８．まちづくり 7.5% 

(53) 

38.7% 

(275) 

44.8% 

(318) 

4.4% 

(31) 

0.6% 

 (4) 

4.1% 

 (29) 

９．交通ネットワーク 10.7% 

(76) 

37.3% 

(265) 

42.0% 

(298) 

4.8% 

(34) 

0.3% 

 (2) 

4.9% 

(35) 

10．地域コミュニティ 6.9% 

(49) 

37.2% 

(264) 

48.0% 

(341) 

3.8% 

(27) 

0.4% 

 (3) 

3.7% 

 (26) 



  

●「関係人口」「関係人口」「関係人口」「関係人口」に関する取組み策定状況についてうかがいます。 

 ※策定については、一部のみ改訂も含んでお答えください。 

 

ＱＱＱＱ11 「関係人口」に関する取組みを、第２期「地方版総合戦略」内で目標設定していますか。

あてはまるもの１あてはまるもの１あてはまるもの１あてはまるもの１つつつつにににに○をつけてください。 

（第２期「地方版総合戦略」の策定がこれからの自治体は、予定でお答えください）（N=710） 

１．目標設定している  42.7 % (303)  

２．目標設定していない 22.8 % (162)  
３．未定 32.7 % (232)  無回答 1.8 % (13) 

 

ＱＱＱＱ12 上記 Q11 で「１．目標設定している」と回答した方は、いくつ策定しましたか。具体的な

数字数字数字数字をご記入をご記入をご記入をご記入ください。 

 

→→→→    策定策定策定策定 平均 2.0、 最大値 11、 中央値 1 
 

ＱＱＱＱ13 上記 Q11 で「１．目標設定している」と回答した方は、具体的にどの内容の施策を設定し

ましたか。以下の項目からあてはまるものをすべて選んですべて選んですべて選んですべて選んで○をつけてください。（N=303） 

 

１．１．１．１．特産品、地域取組みなどを応援する制度（ふるさと納税、ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞなど） 48.5 % (147) 
（※地域の政策別に応援できる制度のみを指します。単なる返礼品のみをやりとりするふるさと納税の場合は除きます） 

２．２．２．２．ファンクラブや応援市民（ふるさと住民票）などの会員組織化 28.7 % (87) 
３３３３．．．．専用の相談窓口の強化（新設も含む） 6.9 % (21)   

４４４４．．．．専用の WEB サイト強化（新設も含む） 10.6 % (32) 
５５５５．暮らしを体験できる民泊、農泊、移住体験など 34.7 % (105)  

６６６６．．．．地域のお仕事体験  12.2 % (37) 
７７７７．移住者との交流体験（移住ｾﾐﾅｰなど含む） 21.5 % (65)  
８８８８．．．．地域のイベントやお祭りの運営体験 7.9 % (24) 
９９９９．サテライトや副業など企業向け支援制度 14.2 % (43)  

10101010．．．．会報、ニュースレターなどの発行  4.3 % (13) 
11111111．．．．関係人口データベースなどの構築 3.6 % (11)   

12121212．．．．案内役（コンシェルジュ）の設置  5.6 % (17) 
13131313．．．．その他  23.4 % (71)→ （具体的に具体的に具体的に具体的に                  ） 

   無回答 2.0 % (6) 
 

＜その他、具体的な回答一部抜粋＞ 

─学生合宿、大学連携 

─大学との連携、地域おこし協力隊受け入れ 

─主に「しごと」に着目し、知識やアイデア、技術を持つ企業─大学等による創発を目的とした

交流、研修会を通じた知的交流   など 



  

ＱＱＱＱ14 「関係人口」の取組みにあたり、当面の課題・障壁と想定されるものは何でしょうか。特特特特

にあてはまるものを３つ選んで枠に数字を記入してください。にあてはまるものを３つ選んで枠に数字を記入してください。にあてはまるものを３つ選んで枠に数字を記入してください。にあてはまるものを３つ選んで枠に数字を記入してください。    （N=710） 

 

 １．どのような取組みをすればいいかわからない  18.6 % (132) 
２．財源が乏しい  27.9 % (198) 

 ３．所内で担当できる人手が不足している  33.2 % (236) 
４．具体的な取組みイメージが明確でない  31.7 % (225) 

 ５．取組みの成果、効果が明確でない  55.1 % (391)   

６．取組みの目標を数値設定するのが困難  44.6 % (317) 
 ７．「関係人口」の対象者のニーズがわからない  23.8 % (169)  

８．情報発信の仕方がわからない  3.5 % (25) 
 ９．受入れ側の自地域内で主導する団体がない  22.3 % (158)  

10．住民の理解を得にくい  3.2 % (23) 
 11．住民の参加が難しい  7.9 % (56)   

12．その他   3.1 % (22)  

   無回答 3.8 % (27) 
 

＜その他、具体的な回答一部抜粋＞ 

─東京圏に位置すること 

─交流人口と関係人口の明確な線引きがないため、関係人口を 

─関係人口の数値の取り方 

─地域内の受入体制の自立性 

─手探り中 

─関係部署との連携   

 など 

 

  



  

●政策立案に関わる人材の育成政策立案に関わる人材の育成政策立案に関わる人材の育成政策立案に関わる人材の育成についてうかがいます。 

ＱＱＱＱ15    現在、以下の研修を行うための制度を設けていますか。以下の項目からあてはまるものを

すべて選んですべて選んですべて選んですべて選んで○をつけてください。（N=710） 

 

１．職員を自治大学校に派遣して行う研修  39.2 % (278) 
２．職員を市町村職員中央研修所に派遣して行う研修  54.5 % (387) 
３．職員を JIAM（全国市町村国際文化研修所）に派遣して行う研修  44.2 % (314) 
４．職員を大学に派遣して行う研修  10.0 % (71) 
５．職員を民間事業者に派遣して行う研修  18.3 % (130) 
６．外部派遣研修の制度をもっていない（ほぼ年間実績なし  14.6 % (104) 
７． 外部派遣研修の制度はないが、必要がある都度対応している（年間実績が数件ある年がある）  

18.5 % (131) 
  無回答 3.7 % (26) 
 
    

ＱＱＱＱ16 政策立案に携わる職員が必要な知識や能力は、どのようなものだと思いますか。もっとももっとももっとももっとも

あてはまるもの１つあてはまるもの１つあてはまるもの１つあてはまるもの１つに○をつけてください。（N=710） 

１．自治体事業経営に関する知識や能力  47.5 % (337) 
２．公会計に関する知識や能力  0.1 % (1) 
３．民間の活力を活かすための知識や能力  12.4 % (88) 
４．マーケティング戦略に関する知識や能力  7.9 % (56) 
５．地方創生のための総合プロデュースを行うために必要な知識や能力  28.6 % (203) 
６．どれにもあてはまらない   1.8 % (13)→→→→    具体的に（具体的に（具体的に（具体的に（                                            ））））    

  無回答 1.7 % (12) 
    

    

ＱＱＱＱ17 地方創生に資する高度な専門性を持つ人材が新たに新たに新たに新たに必要になった場合、当該人材を確保す

るための施策として、貴自治体は、現在、次のどちらを選びますか。（N=710） 

 

ＡＡＡＡ    

Ａを 

選ぶ 

どちらと

も 

言えない 

Ｂを 

選ぶ 

 

ＢＢＢＢ    

自治体の外部から採用する。 18.0% 
(128) 

65.9% 
(468) 

13.8% 
(98) 

自治体の内部で養成する。 

  無回答 2.3% (16) 
 

 

 

 



  

ＱＱＱＱ18 貴自治体の職員の中に、次のような人材はどれくらいいると思いますか。それぞれについそれぞれについそれぞれについそれぞれについ

て、あてはまるもの１つにて、あてはまるもの１つにて、あてはまるもの１つにて、あてはまるもの１つに○をつけてください。（N=710） 

 

項目 

１．足りてい

る 

２．どちらか

と言えば足

りている 

３．どちらか

と言えば不

足している 

４．不足して

いる 

無回答 

Ａ．貴自治体を含む地域の戦略全体を統

合・管理する人材 

1.8% 
 (13) 

12.7% 
(90) 

54.8% 
(389) 

28.0% 
(199) 

2.7% 
(19) 

Ｂ．コミュニティでリーダーシップを発揮

する人材 

1.5% 
 (11) 

18.2% 
(129) 

56.8% 
(403) 

20.7% 
(147) 

2.8% 
(20) 

Ｃ．個別分野で地方創生に関連する事業を

経営する人材  

0.8% 
 (6) 

9.4% 
 (67) 

59.9% 
(425) 

27.2% 
(193) 

2.7% 
(19) 

Ｄ．現場の第一線で中核的に活躍する人材 2.3%  
(16) 

21.5% 
(153) 

54.5% 
(387) 

18.9% 
(134) 

2.8% 
(20) 

Ｅ．住民や関係者間の合意形成を支援する

人材（ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ） 

0.6%  
(4) 

14.6% 
(104) 

54.2% 
(385) 

27.7% 
(197) 

2.8% 
(20) 

Ｆ．専門性を活用して事業計画をまとめる

人材（ﾌﾟﾗﾝﾅｰ、ｸﾘｴｰﾀｰ） 

1.0%  
(7) 

9.9%  
(70) 

50.3% 
(357) 

36.2% 
(257) 

2.7% 
(19) 

Ｇ．事業を組織的に推進する人材（オーガ

ナイザー） 

1.4% 
 (10) 

12.1% 
(86) 

52.7% 
(374) 

31.1% 
(221) 

2.7% 
(19) 

 

ＱＱＱＱ19191919 政策立案を担う職員を対象とした研修で、重視する内容は何ですか。もっともあてはまるもっともあてはまるもっともあてはまるもっともあてはまる

ものにものにものにものに 1111 つつつつ○をつけてください。（N=710）    

 

１．自治体の先行事例を知ること  5.8 % (41) 
２．政策立案・運営に必要なスキル習得  75.1 % (533) 
３．地方創生に関する新しい知識習得  7.3 % (52) 
４．グループワークなどのディスカッション  3.9 % (28) 
５．大学の教員や専門家とのネットワーク  3.2 % (23) 
６．他の自治体職員とのネットワーク  2.0 % (14) 
７．その他  1.5 % (11) （                  ） 

  無回答 1.1 % (8) 
 

 

 

 

 



  

ＱＱＱＱ20 政策立案を担う職員を対象とした研修で、受けさせたい内容は何ですか。特にあてはまる特にあてはまる特にあてはまる特にあてはまる

ものをものをものをものを３つ３つ３つ３つ選選選選んで以下の枠に数字を記入んで以下の枠に数字を記入んで以下の枠に数字を記入んで以下の枠に数字を記入してください。（N=710） 

 

１．EBPM の概要  50.7% (360)  

２．記述統計と分析統計の基礎  25.6 % (182)  
３．新しい政策手法（ナッジ理論など）  40.4 % (287) 
４．ランダム化比較試験（RCT）、因果関係などの統計  6.1 % (43)   

５．ロジックモデル、PDCA など政策立案と評価手法  57.5 % (408)   

６．政策決定手法（フューチャーデザインなど  52.1 % (370) 
７．人口減少下の思考（スマート・シュリンク、人口ｵｰﾅｽなど）  44.2 % (314)  

８．外国人労働者支援政策  2.4 % (17)  

９．多文化共生政策  5.9 % (42)  

10．地域教育政策  8.3 % (59)  

11．地域福祉政策  11.8 % (84)  

12．環境政策  3.5 % (25)   

  無回答 1.8 % (13) 
    

ＱＱＱＱ20_1 上記以外で取り上げてほしい内容には何がありますか。具体的なご希望内容がありまし

たら記載してください。 ＜以下、Q19 のその他、具体的な回答例と合わせて（一部抜粋）＞ 

（合意形成関連） 

─○○合意等の調整 

─自治体内の各組織との調整力や合意形成がうまくとれるか 

（関係つくり関連） 

─企業・大学など様々な主体との関係づくり 

─住民の意見を引き出すファシリテーション能力 

（政策立案など広い視野） 

─データ分析、統計等に関する知識、それをもとにした政策立案能力 

─上記項目の総合的な能力の習得が必要と考える 

─幅広い見識に基づく柔軟な発想と高い問題発見能力に基づく正しい課題認識 

─目の前の課題を解決するだけでなく、市の将来を思い描くこと 

─ＳＤＧｓに関する政策立案 

（その他） 

─研修後の他の職員への還元、個人のスキルアップのみでは解決できない。 

─サービスデザイン思考 

─情報発信の方法 

─ＬＭ３理論を生かした実践的な地域経済分析の手法 

─プレゼンテーション能力向上（トップへの政策説明、住民への説明） 

─異業種交流  

 など 



  

ＱＱＱＱ21212121 貴自治体では、政策立案を担う職員のキャリアパスが明確化していると思いますか。もっもっもっもっ

ともあてはまるもの１つともあてはまるもの１つともあてはまるもの１つともあてはまるもの１つに○をつけてください。（N=710） 

 

１．とても思う  0.7 % (5)   

２．やや思う  9.2 % (65)    

３．あまり思わない  56.8 % (403)    

４．思わない  31.5 % (224) 
  無回答 1.8 % (13) 
 

ＱＱＱＱ22 政策立案を担う職員を対象とした研修で、受講が可能な時間帯・期間はいつですか。それそれそれそれ

ぞれについて、あてはまるもの１つにぞれについて、あてはまるもの１つにぞれについて、あてはまるもの１つにぞれについて、あてはまるもの１つに○をつけてください。 

（※業務の一環として職員を派遣させる場合で、想定してお答えください。）（N=710） 

（時間帯） 

項目 １．参加させ

るのは、問題

なく可能 

２．参加させ

るのは、調整

が必要である

が可能 

３．参加させ

るのは、やや

難しい 

４．参加させ

るのは、非常

に難しい 

５．参加させ

るのは、不可

能 

無回答 

A．平日の業務時間内 26.1% 

(185) 

63.2% 

(449) 

5.4%  

(38) 

3.4% 

 (24) 

0.6%  

(4) 

1.4% 

(10) 

B．平日の業務時間外 2.0%  

(14) 

41.7% 

(296) 

33.9% 

(241) 

17.3% 

(123) 

3.4% 

 (24) 

1.7% 

(12) 

C．週末の昼間 1.1%  

(8) 

31.1% 

(221) 

34.2% 

(243) 

27.3% 

(194) 

4.6%  

(33) 

1.5% 

(11) 

D．週末の夜間 0.6% 

 (4) 

24.9% 

(177) 

32.3% 

(229) 

33.7% 

(239) 

7.0%  

(50) 

1.5% 

(11) 

 

（期間） 

項目 １．参加させ

るのは、問題

なく可能 

２．参加させ

るのは、調整

が必要である

が可能 

３．参加させ

るのは、やや

難しい 

４．参加させ

るのは、非常

に難しい 

５．参加させ

るのは、不可

能 

無回答 

A．半日 36.1% 

(256) 

58.3% 

(414) 

3.0% 

 (21) 

1.1% 

 (8) 

0%  

(0) 

1.5% 

(11) 

B．終日 30.0% 

(213) 

60.0% 

(426) 

5.5% 

 (39) 

2.7% 

 (19) 

0.3% 

 (2) 

1.5% 

(11) 

C．１泊２日 8.6%  

(61) 

54.8% 

(389) 

20.8% 

(148) 

12.0%  

(85) 

2.3% 

 (16) 

1.5% 

(11) 

D．２泊３日 4.6% 

 (33) 

43.8% 

(311) 

24.6% 

(175) 

19.9% 

(141) 

5.4% 

 (38) 

1.7% 

(12) 

E．３泊以上 2.7% 

 (19) 

35.8% 

(254) 

26.6% 

(189) 

24.5% 

(174) 

8.0% 

 (57) 

2.4% 

(17) 

 

 



  

（職員を受講させるに際して、そのほか時期や期間など、ご希望がありましたらご記入ください） 

 ＜その他、具体的な回答一部抜粋＞ 

（年度や開催月に関して） 

─7 月、8 月なら比較的容易 

─市議会開催月（３月、６月、９月、１２月）及び繁忙期（４月、１０月下旬～１２月）を除い

た時期の開催を希望する。 

─年度始め及び年度末は受講は難しい 

 

（場所に関して） 

─できる限り、近い場所での開講を希望 

─このような研修も外部をとなると、東京になる。もっと地方でしてほしい 

─九州内での開催が必須。 

─参加させることは可能だが、東京―大阪等の大都市のみで開催される研修も多く、移動時間・

旅費等を考えると、参加しづらい状況にある。 

─開催場所（関西）や内容により研修派遣の難しさは異なる 

 

（その他） 

─web の活用 

─同一研修を複数回開催し、出席日程を選択できると出席しやすい 

 など 

 

ＱＱＱＱ22223333 政策立案を担う職員が対象の研修で業務の一環として行う際に、特に課題・障壁業務の一環として行う際に、特に課題・障壁業務の一環として行う際に、特に課題・障壁業務の一環として行う際に、特に課題・障壁となるも

のは何がありますか。もっともあてはまるももっともあてはまるももっともあてはまるももっともあてはまるもの１つの１つの１つの１つに○をつけてください。（N=710） 

 

１．予算   19.3 % (137) 
２．該当職員不在の時の他の職員への負担  28.7 % (204) 
３．該当職員のスケジュール調整  27.2 % (193) 
４．基本業務の時間外に発生した場合の法的な対応  1.0 % (7) 
５．本人のモチベーション  13.0 % (92) 
６．研修後のフィードバックを行う時の本人の負担  7.0 % (50) 
７．その他  1.7 % (12)（                 ） 

  無回答 2.1 % (15) 
 
 ＜その他、具体的な回答一部抜粋＞ 

─業務の兼務が多く専念して取り組めない 

─対象職員の抽出 

─該当職員が研修に集中するための職場のバックアップ 

─内容。業務として、負担がある中で受講する価値があるのか  など 


